
「第2次循環型社会形成推進基本計画」では、「循環型社会」（3R＝リデュース・リユース・リサイクルによる資源循環）、「低炭素社会」（温室効果ガス排出量の大幅削減）、「自然共生社会」（自然の恵みの享受と継承）に向けての各取組を統合的に推進する方

針を打ち出しています。

自然との共生を図りながら、人間社会における炭素も含めた物質循環を自然、そして地球の大きな循環に沿った健全なものにすることで、持続的可能な社会が実現されます。

経済社会の物質循環では、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模での循環を形成していく必要があります。地域で循環できる資源はできるだけ地域で循環させ、それが難しい場合は循環の環を広げていく。それが新計画で示された「地域循

環圏」の考え方です。コミュニティのレベルから、地域、ブロック圏（複数の都道府県など）、さまざまなレベルで「地域循環圏」が構築されていきます。

人口集積の多い都市エ
リアに近接する都市近
郊の農業エリアが連携
して、農村部で受入れ
可能なバイオマス資源
を効率的に活用する仕
組みを構築します。ま
た、この都市近郊で生
産された環境に優しい
農産物が近接する人口
集積都市エリアに還元
するシステムを構築して
いきます。

里地里山地域循環圏
(木質系ハイオマスの例：
0Km～50km,50km～100km,

100km～250km）

静脈産業地域循環圏
（廃プラの例：
50km～250km）

タイプ別の地域循環圏内の資源利活用システムや圏域内のエコ活動が階層的に重なり、有機
的な連携を強めることで、地域循環形成がより一層高度化され、循環型や低炭素型、自然共
生型に配慮したサスティナブルな地域づくりがはかられます。

都市近郊（都市農村連携）
地域循環圏
（食品残渣の例：
0km～50km）

集落排水集約化処
理メタン発酵施設

堆肥化集約施設

道の駅ビニールハウスや道の駅等で
のバイオマス燃料利用

木材資源の集約化施設

木質ペレットボイラーの
観光施設での利用

林地や里地里山保全

木質バイオマス発電
専焼施設

畜産飼料生産集約化施設

リサイクルポート

臨海部エコタウン

臨海部エコタウン

精錬所
（金属回収の高度化）

都市系の湿潤バイオマスのガ
ス化エネルギー施設

家電の集約化分別
リサイクル施設

小型家電の中間処理ス
テーション

太陽光発電施設

石炭火力発電所等
（木質バイオマスや燃料用廃
プラスチックの受入）

セメント、鉄鋼、非鉄精
錬、製紙等の基幹産業
の基盤やインフラをこれ
まで以上に活用しなが
ら、循環資源を大量に抱
えもつ大都市エリアとの
物流システム等を高度化
させ、より効率的な循環
システムの構築やエネル
ギーの利活用システムを
高度化させていきます。

資源ごみ集約化
ステーション

農山村を中心とした循
環圏で、農林業に由来
するバイオマス資源の
地産池消的な利活用を
推進します。

具体的には、林地残材
のチップ燃料化、農業
や畜産由来の廃棄物の
メタン発酵、生ごみの堆
肥化、飼料化などの変
換システムを組み合わ
せながら、低炭素型の
循環システムを構築して
いきます。

また、里地里山保全や
環境学習などのコミュニ
ティ活動も併せて活性
化させていきます。

廃プラスチックの分別リ
サイクル施設

（ソーティングセンター）

循環型産業が集積され
たエコタウン地域の保
有する転換技術や広域
静脈物流などをより一
層高度化させ、これま
で、高効率な変換処理
システムが確立されて
いない小型の廃家電リ
サイクルなどを、動脈産
業地域循環圏との連動
をはかりながら、レアメ
タルの回収などで優位
性の持つシステムを形
成していきます。

■ 未利用な地域資源
の活用（林地残材）

■ 農山村由来の未利用バ
イオマスを地域内のエネル
ギー利用に変換

■ 都市系バイオマ
スの一体的処理に
よる効率的な資源
循環

■ 適正な規模での
静脈産業拠点を構
築し、規模の経済性
やサービスの向上

■ 農山村由来のバイオマ
スを近接都市圏で受入れ効
率的に活用

■ 主に都市系
由来の廃プラス
チックのリサイク
ルの高度化、都
市エネルギーや
マテリアルに効
率的に変換

■ リサイクルポートやエコ
タウンの基盤を拡充させ、
高度で効率的な循環システ
ムを再構築

■ 世界有数の製錬技術を
活用して貴金属、レアメタル
の効率的な回収

動脈産業地域循環圏
（電気電子機器の例：
50km～100km）


